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第3回作業部会資料



検討の進め方

 作業部会の枠組みを活用し、以下の手順で作業を進める。

 作業進捗を作業部会で共有し、共通課題、個別課題の検討を進める（市町、県、国が一体となって重
点区域内の対策を検討）。
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検討手順案

• 人口データ、各主体で確保可能な車両数等の実態を把握し、関係機関と調整
すべき事項を明確化（根拠データの作成、共有）。

①基礎データの整備

• 根拠データに基づき、関係機関との調整を実施。

• 関係機関との合意に基づき、避難先への手順等、避難計画に記載すべき事
項の充実化を実施。

②防護措置の基本手順の検討

• 基本手順を踏まえ、複合災害等発生時の対応手順を検討。

 道路被害、孤立化、避難先の被災等発生時の代替経路、代替避難手段、
第二の避難先の確保等の検討。

③計画の具体性、実効性向上についての検討

• 検討結果から、緊急時対応に取りまとめる重要事項について資料作成（市町
の避難計画も同時並行で充実化）。

• 作成可能な資料から順次作業に着手。

④緊急時対応への取りまとめ

作業部会で
進捗、課題等
を共有し、課
題解決に向
けた検討を実
施



調整事項に応じて作業スケジュール設定（適宜、調整状況を作業部会等で報告）

調査項目ごとに作業スケジュールを設定（作業が困難な場合のフォローを作業部会で検討）

役割分担、スケジュールの整理

 作業を進めるにあたっての役割分担を明確化。

 整備データや作業項目ごとに目標時期を設定（市町の実情に応じて、関係者間で合意したスケ
ジュールを設定）
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作業部会（国）

・調査項目設定

例）基礎データの整備

関係機関との調整

市町

・データ整備

県

・データとりまと
め

作業部会（国）

・作業状況、集
約情報を共有

市町

・計画策定時の
課題を整理

役割分担・作業スケジュール設定イメージ

県

・意見集約

作業部会
（国・県）

・調整事項の整
理

国・県

・関係省庁、関
係機関等と調
整



主な検討事項
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 主な検討事項のうち、第一の目標として、「避難手段の確保」に係る課題解決を重点課題として設定。

主な検討事項（第2回作業部会より）

【前提】
○全市町の避難計画の策定、充実化

【充実化に向けた主な検討事項】
○女川町、石巻市における初動対応体制の確立
○ＰＡＺ圏内及び離島部、半島部における輸送能力及びその確保
○離島部、半島部における屋内退避の実施体制の強化
○ＵＰＺ圏内における在宅の避難行動要支援者及び支援者の対応
○避難退域時検査場所候補地の選定及び検査等要員の確保
○ＵＰＺ圏内における安定ヨウ素剤の緊急配布体制の整理
○複合災害時の緊急輸送体制の検討

根拠となる基礎データを整備
し、必要な車両数確保のた
めの調整を開始



重点課題（避難手段の確保）
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 避難手段の確保を重点課題として、各地域の基礎データを整備し実態把握を開始。

• 要配慮者関連
 医療施設、社会福祉施設、学校・保育所の人数（入院患者、入所者、児童、職員等）
 在宅の避難行動要支援者、支援者数

• 一般住民関連
 人口（総数、地区別数）
 自家用車での避難ができない住民数【PAZ圏内、牡鹿半島、離島】
 一時滞在者数

• 車両関連
 市町、施設で確保可能な車両数（バス、福祉車両（車いす用、ストレッチャー用））

• バス、船舶協会等との調整状況は、作業部会等を通じて共有（県中心に継続的に実施）。
 手段の確保方策について（役割分担と情報の流れを含む）
 輸送関係機関員の被ばく対策について
 輸送関係機関との協定締結範囲について

 輸送割り振り方策について
• 国は、他地域の事例提供（協定等）、関係省庁との調整等を実施（必要に応じて協会との打合せ
に参加）。

 バス協会等との調整は、今後も上記の検討と同時並行で進める。
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データ整備、共有イメージ

人口
避難判定モニタ
リングポスト

地区名 振り仮名

原子力
発電所
等施設
からの
方位

原子力発電
所等施設か
らの
距離

ＰＡＺ／Ｕ
ＰＺ区分

全人口
数

世帯数
新生児（生
後１ヶ月未
満）の人口

生後１ヶ月
以上３歳未
満の人口

３歳以上１
３歳未満の
人口

１３歳以上
４０歳未満
の人口

妊産婦
全避難行動
要支援者

在宅の避難
行動要支援
者

施設入居者
数

病院入院患
者数

職員数 支援者数
自家用車で
避難ができ
ない人数

一時滞在者
数

ポスト名称

1 滄浪 そうろう 東南東 1.6 PAZ 314 滄浪

2 寄田 よりた 南 3.4 PAZ 342 寄田

3 水引 みずひき 東北東 4.6 PAZ 2742 水引

4 峰山 みねやま 南東 5.4 UPZ 1459 峰山

項番

行政地区

一時集合
場所の名
称

避難場所
の名称

人口

一時集合場所・避難場所

男子用 女子用 車イス用

1

2

3

敷地面積(㎡)
防災倉庫/備
蓄倉庫の有
無

通信装置(防
災無線、テレ
ビ電話等）

貯水槽等の
浄水装置の
有無

建屋の種類
(コンクリート
造りか否か）

耐震化か否
か

トイレ数 バリアフリー
対策は済か
否か

エレベータ・
エスカレータ
の有無

非常発電設
備の有無

収容車両

施設の構造 施設の設備

平常時の用
途施設の名称

施設の振り仮
名

　
所在地

所在地の振
り仮名

緯度(度) 経度(度)
原子力発電
所等施設か
らの方位

敷地の広さ

収容人数 部屋数 階数
部屋の広さ
(㎡)

項番

施設の名前 所在情報 管理者（社） 施設の容積

原子力発電
所等施設か
らの
距離(㎞)

名前 電話番号 経営区分

基礎データの整備

市町・県

データ収集
入力

県で全市町のデータをとりまとめ、県の計画（資料編等）として整備

※様式例（別紙）

各市町の計画（資料編等）として整備

OFC、ERC、官邸等でデータ共有

 各地域で調査した結果を市町、県の計画（資料編）として整備し、計画の充実化を図る。
 データはOFC、ERC、官邸等関係者で共有し、緊急時の迅速な活動に備える。

• データ整備等に向けた課題等の調整や、整備データに基づいた緊急時対応作成を作業部会で
実施、協議会において関係機関の合意を図る。

協議会・作業部会

データ整備に向けた
課題等調整

整備データに基づい
た緊急時対応の
作成・確認



緊急時対応での取りまとめイメージ（PAZ圏内の整理①）
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（伊方地域の緊急時対応より）

各施設等の人数から必
要台数を集計



緊急時対応での取りまとめイメージ（PAZ圏内の整理②）
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①各施設等が準備で
きる車両数を把握

②関係機関と調整
し不足分を確保

（伊方地域の緊急時対応より）
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（高浜地域の緊急時対応より）

①市町別の必要車両
数を算出（市町共通
の算出根拠を用いる）

②関係機関の所有する車両数を記載

緊急時対応での取りまとめイメージ（UPZ圏内の整理）
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